
福島県産農林水産物の輸入規制解除に向けた取り組みの強化を求め

る意見書 

 

 福島県産農林水産物の輸出は、いまだに東京電力福島第一原子力発電所事故以

前の水準まで回復していない。 

 一部の国や地域においては、着実に我が国の安心・安全の取り組みが理解され

つつあり、福島県の主要作物である桃については、タイ、マレーシア、シンガポ

ール等の各国、米についてはイギリス及びシンガポール、牛肉についてはアメリ

カ等で輸入が再開された。特に、桃の輸出量については、平成28年度実績が平成

22年度実績を上回るなど、復興に向けた明るい兆しも見えてきている。 

 しかしながら、原発事故以前に輸入実績があった中国などの諸外国は、依然と

して福島県産農林水産物の輸入規制を解除していない。 

 本年４月に公表された福島県産農林水産物の放射線モニタリング検査結果にお

いて、528品目については、放射性セシウムの１キログラム当たりの基準値を下

回り、肉類は６年連続、原乳は５年連続で基準値超えは皆無であり、年を追うご

とに安全性は、確実に高まっている。 

さらに、本市において行っている放射性物質の検査結果では、水産物について

は、３年連続で基準値超えは皆無であり、全量全袋検査が行われている玄米につ

いても、平成25年度以降の基準値超えは皆無である。この結果により高品質な福

島県産農林水産物の正しい情報の発信は、風評の払拭にも繋がっていくものであ

る。 

 よって、国においては、安心・安全な福島県産農林水産物の正確な情報の発信

を行うとともに、輸入規制措置を講じている国や地域に対し、その解除に向けた

取り組みを強化するよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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